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  本事務所通信は事務所の顧客さま、名刺交

換をさせて頂いた方、ＦＡＸ番号、メールア

ドレスを教え頂いた会社さんへお送りしてお

ります。不要の方はお手数ですがメール、Ｆ

ＡＸ、電話等でその旨をご連絡下さいますよ

うお願い申し上げます。 

   
 

就業規則定期点検の勧め 

法律や社会の価値観が変化すると、会社に求

められる就業規則もそれに合わせて変化させる

ことが求められます。少なくとも年に一回は就

業規則を点検し、必要な修正を加えることをお

勧めします。 
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秘密保持契約

会社の技術情報や顧客情報あるいは新製品情報

等の社外漏洩は、会社にとって大きな損失になり

ます。今回は、秘密情報漏洩防止策の一つとして

の社員との秘密保持契約を取り上げます。 

 契約の目的・ 

当然ですが、秘密保持契約は会社の重要な情報

が競合他社等へ漏洩することを防ぐことが目的で

す。契約により社員に対して法的拘束力のある義

務を課すことができ、万が一情報漏洩があった場

合に損害賠償を含めた法的措置を取ることが可能

になります。しかし損害賠償は事後の処置です。

重要なのは社員に秘密保持の重要性を認識させて

日々の情報管理に対する意識を高めることです。 

 契約の内容・ 

契約の主目的である社員の秘密保持に対する意

識を高めることに鑑みて、次の内容を含めます。

①秘密情報の種類・範囲、②秘密保持義務の具体

的内容、③退職後の秘密保持義務、④漏えい事故

発生時の報告義務、⑤違反時の損害賠償責任。 

①には会社が秘密管理している具体的な情報が

分かるように記載します。秘密情報を単に「業務

上知り得た情報」だけでは何が秘密で何が秘密で

ないか分かりません。部署や役職により種類や範

囲が異なるようであれば、人事異動に際して契約

更新も大事です。②では、秘密情報の複製や社外

持ち出しの禁止、目的外での使用禁止等を規定し

ます。③では、退職後にも秘密保持義務が課せら

れることを意識させ、在職中の意識をより高める

効果を持たせます。④や⑤は事後対策として重要

であると同時に、意識向上の効果があります。 

 契約締結のタイミング・ 

入社日から程度の差はあっても社員は秘密情報

に接触できるようになります。よって契約は入社

と同時に適用させます。秘密保持契約がなくても

社員には職務専念義務や就業規則の遵守義務と同

様に当然として秘密保持義務が課せられていま

す。しかし契約の目的は情報管理に対する意識を

高めることです。入社時に秘密保持契約を締結

し、人事異動により秘密情報の内容に変化があれ

ば、改めて契約を締結するようにします。秘密保

持契約の締結を入社や人事異動の条件とすること

は契約の強要にはなりえません。 

 退職時の契約締結・ 

退職間際の社員に秘密保持契約書や秘密保持念

書への署名を求めることがありますが、メリット

を提示しなければ拒否される方が自然です。契約

書等が有効となるには自由な意思による合意であ

ることが求められます。単に署名があったとして

も「合理的な理由が客観的に存在」しない署名は

無効となる恐れがあります。 

退職後も秘密保持の契約が既になされていると

きは、秘密保持通知書を交付することを推奨しま

す。通知書は、新たな義務を課すものではありま

せんが、意識を高める効果があります。 

 まとめ・ 

秘密情報漏洩防止には、①技術的対策：強固な

認証方式の採用とデバイス制限、②物理的対策：

入室制限、③管理的対策：コピー禁止や社員教

育、④職場環境整備対策：防犯カメラの設置、⑤

モニタリング・監査対策：コピー機やプリンター

の利用ログや入退室ログ管理等があります。これ

らの対策と今回の秘密保持契約を組み合わせるこ

とで、会社の重要な秘密情報を社外に漏洩するこ

とを防ぎます。 
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